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保育・学童保育・子育て支援施策の拡充と
予算の大幅増額を求める請願書
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                              以下　　　  　　　　　名

〈請願主旨〉
　歯止めがかからない少子化の進行のもとで、安心して子どもを生み育てることの
できる環境、子どもたちが健やかに育つことができる環境の整備が緊急の課題になっ
ており、保育・学童保育・子育て支援への期待がかつてなく高まっています。保育・子
育て支援施策は国の将来を左右する重要課題といえ、今日ほど国・自治体の責任に
よる施策の拡充が求められているときはありません。
　ところが、政府は少子化の克服を課題に国をあげて次世代育成支援対策、少子化
対策にとりくむとしながら、一方で公立保育所運営費の一般財源化や、補助金の交付
金化による保育予算の削減をすすめ、公立保育所の廃止・民営化の推進や、保育所・
幼稚園の現行基準を大幅に切り下げ認可外施設をも認定の対象とする「認定こども
園」制度の創設をすすめるなど、保育の公的責任と国の基準（ナショナルミニマム）を
大きく後退させようとしています。
　子どもたちは未来の希望です。どんな地域、どんな家庭に生まれても、無条件に
愛され、よりよい保育を受け、幸せに育つ権利があります。経済効率優先でなく、
国と自治体の責任による保育・学童保育・子育て支援施策の拡充と予算の大幅増額、
国の基準の抜本的改善を求め、以下について請願します。
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１．児童福祉法24条に基づき国と自治体の責任による保育制度を堅持・拡充してください。
　　 i　保育の公的責任を後退させる保育所への直接入所方式の導入はやめてください。
　　ii　保育所の「最低基準」は、廃止・切り下げをするのではなく、抜本的に改善してください。
　　iii　保育に要する費用は、国と自治体が責任をもって負担し、いっそうの拡充をはかってください。

２．子どものための予算を大幅に増額してください。
　　 i　保育所、幼稚園、学童保育の保育条件を改善するための予算を大幅に増やしてください。
　　ii　保育所、幼稚園、認定こども園において子育て支援の機能が果たせるよう、専用室や専任職員
　　　　の配置のための予算措置をしてください。
　　iii　保育所の待機児童解消のために特別な予算措置をしてください。

３．仕事と子育ての両立ができるよう、労働時間短縮など労働施策を見直し、子育て支援
　 策を拡充してください。次世代育成支援・少子化対策は、必要な予算措置をし、子育て
　 にかかる経済的負担の軽減をはかってください。
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氏 名 住 所 募 金

〔
募
金
の
お
願
い
〕
署
名
用
紙
の
作
成
、
国
会
へ
の
請
願
行
動
な
ど

　
　
　
　
　
　
　
　

こ
の
運
動
は
募
金
で
賄
わ
れ
ま
す
。
ぜ
ひ
ご
協
力
く
だ
さ
い
。


